



経済研究所 / Institute of Developing













、‘一古川 J 1 坂口
び農場面積を示したものである。この数字は 1!M8
Q二位ン什スに息づくものであ－ ' －ご， 数すて白｛本がか
今日わっ f1）ピ〉におL、て，「土地制度問題は共 なり ・1；くまた正確伎というよ〔力、らすると多分に疑
不［l同が現在，1面してL巳る段もを要かっ緊2、の問題 ！！日のあるれのであるが、i2），戦後はこのヤンサス
のーっ」 rn:1）であるとい J ，ても．け｝して過（＼－で 以外に公式ーされた統計はほかになレかん， ここで
はないであろうっ この士地制度問題を解決する／こ はいんおうの指標としてこれを利用することにす
めには，土地改革が不可欠の課題として登場して る〉二円統計によると， 194メ年のワィリピンの出‘
くる ι この課題は現在において緊急J性をもぺと同 i易総数 1647；のう九，臼作農53%, A小作農10%,
時に，過去にお十て 1,いくたびか提起きれざるを 小作農：l7%、農場管理人 0.1＇）｛， となってトる。そ
えなか～た，，こ c7)小稿ーでは，これ主での －：1 （ リピ の低農業天然資源省農業経済局の非公式統日iーに
ンにおける土地改革の基本的性格を検討してみた ヒると， 1958年の推定農場総数＇.？＇. 16万円う t,, t'J 
1，，と思うのであ之、が、 紙幅の関係七あ wて覚え；5 11二~SO'X，，白小作農100ら， 4、｛i：農 40？ノ；｝とな》てい
程度を「I＼な
？）ヒンにおける占主j司J心＇）士．地改革（ l骨ι3{fユ寸i也己t芦手：法〉 Rεl勾ormAι、tof 19：，乃〉方：i土さ主;/lる〕におし、て fi{iゴ農び） 
に分＋斤じT；弁｝，
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一 1実 数 比率（%）
農 民｜ 1,699 56.9 
農業労働者その他被雇用者 i 1,286 43.1 










































（注 1) Land Tenure Administration, Annual 











（注3) Auturo P. Sorongon, A Special Study 
ザ LandedEstates in the Philippin同 USOM/ICA,
Manila, 1955目
（注4〕 フィリピンの唯一の全国的農民組合である
自由農民連合（Federationof Free Farmers）は， 土
地収用・再配分の対象となるべき不在地主数を 8万以
とと推定している（SonyaD. Cater, The Philippine 
Federation of Free Farmers: a Case Study in 
!l,fas Agrarian Organizations, Cornell University, 









事業であり．第 2は1940年以降ケ、yン大統領が itL 








之｝と、 二J〕rw有j也ITi主可i守＂l；土約 160ヲフ今ヘク戸 ノLプ、
二lと！，（／－ 、グノメ’一ノll、llπ庁有池主；＇）戸 ！fiflt!J,ifift'iを/Jiえ
,:, .L午＇） .j（）（）万
[{If官〔Jワ； l:E 7 ;1J：可1勺す ζ』） ｛九；・.パ， 二c>!4J｛「， 1・ 
1段民社＇. (,T) Jr'ぶしてハる＋・：七HILic＇、お｛刀， itd,(i1/;sk
Lノコあ乙 t~· ； ’で安うることはト分にえ引寺！叱れる《であ，て
u」二CJ推， i・ i.子見方 A り以上のわしってLよな、や、 l /・ 
二グ）J日lfヤ：：ブノリヒン【づj也と，fJゴ：j也「'Iiif r/ J土,iり主；ら／i / 
芯l l • l江いJifJ::i芝5央して v ろので；tな：、小七，，gj;jtる
(il: 5 ) ; I '・ ！二ン ＇） ::: J也E『千j状h'.i: 九 p；より l干
し； r:, lili¥.1『プ I:1」ン心土地制定と，J、Jノ！了!it;,l IJi 
・:u，ア：.，.7 Y,f’f汗rc!f;,~ 1vr. TiltフC-t,c,'5ftH当cq：；可、， I({f1:,7 







子， I/: 7 ) ，」 0 19.50年の朝鮮戦争とそれ以降のほ際的冷戦の激









とあL、まってほとんどみるべき成果をあげなか v ' 









十j也改革は土地所有関係の Iiラス7、（）， 6 ・，子‘ f,,ム’ O ，－’／＇ 

































たアメ＇・＇ i; (!) I'l!財務次官ゲニエノレ・八，， '. Daniel 
W 目 Bell）を長とする調査聞は，その調査の結果を
1950年 10月に大部の報告書として発表した。こ
れが一般に， ,,1,報告（l式；.こは Rψortto the I'resi-
dent of t/1・ I inited Stal口 by‘theEconり/IIic 出向q














ヂベ一株主ミ tPhilippine l,11J I'enu向上しj削川 flna-
lysis and Re’co11111tcnclations, USMSA, Manila, 1952) 
である。士山根告書の勧告iし これまでのし、かな
る勧告仁 l,ましてドラ 4チソクなもわであ J Jた。
すなわち， それは，フィリピンにおける小作制度
の最大限の廃止を目的として， 不在地主所有地の















































concerning Philippine Land Tenure Policy by Em-























































Gl: 6 ) Doreen Warriner; Land Reji1r111 and 
lJevelορ川 entin the Afidclle East, London, 1957, 
“Introduction”をみよ。
（注7) r:u稿， fノイ I）ピン上地制度史ff,JU、 『農
業総合研究』 17巻 1サ，昭和38年 1月， 41～44ベージ
をみよ。





























































nell l Tniv. Prt's~, 1961, p. 273. 
Ci主9) Alvin rL Scaff, The Philiρine Answer 
to Co//1 muni川 、 StanfordUni, Pr白 h l υ55, P-::8. 
（注10〕 だが，夫際には， 1951年から56年までに支
出さ iL / －経済＋Ut/J額は、 く rレ報'f'i-v）元jdlをLfニ額そいな
り下凶るものであった。その反問，同期間にアメリカ
がブ ｛ ，： ヒン ＇）.i¥(事援llJJOtニゲ｝に支出した鋲は，公表
はさ 1l，：いな，＿ ,1.，；多大の来lに；主 i' Jことかi）れる（Ccor-
ge E. Taylor, The J》1ilt》ρin出 andthe United 
Stafrδ Probl<'ms of fいかierル仇 N号、v'{ork‘1964, 
p. 202）。
(i111) ハ－~ ）＇ イーり土地昔~j 民改革’糸り概要にノ Pい
ては，『のrfゆく農業』 139号，幾政調査委員会， 1962
年 1n.所収：士二Lよ。
(tU2) Da、idE九Turlei，“Furcign Aid and Social 
Reform in Political Development: a Philippine Case 
Studv、 11ie_ ¥ meriw n Politi，“f Sci川 ceReview, 










とが Lリしばとちっt：」（Donn V. Hart，“Projects 
and l'rc唱re品 inthe l'hilippincs," Paujic /¥j},1irs, 
Vol. XXVII, No. 4, December 1954, p. 366）。
(ill!) G小山 op.nt., p. 274. 
（注目） Taylor, oρ．αt., p. 206. 
Gtlh) D，ι  ,・id ¥V urfcl，“Philippine Agrari川 1 Re-
form under Magsaysay (1），” Par Eastern Sunり，



















































































































会計ijl主 農園数 農 薗 ベソ）（ヘケターjレ） I (1000 
1955/Sfi 1 508 675 
1956/57 l 665 693 
1957;58 19 14,115 11,362 
1958 59 944 1,195 
1959/60 4 294 560 
19以｝付l 8 2,215 ιi,136 
合，;I- 36 18,742 18,621 
（出所） Land Tenure Administration, Annual 







































'dlH) 度判！？？しノ階級lfJ性的え示寸写］i｛問j仁 ; ＇、て Ll 
Cater，ο，p.山：t.,p. 87をみよ。
( !19) ｜地主i'r.J干IJ寄i＂よって大部ツ j'J，： イI.＼れと
る凶家によるl：からの施物の外側をとっている農業改
革ーは ずーにもまるれ民允行を鉄めることを出口にL、れ
たも ωであり， i泊悩は封建的土地貴放にt、lずる Htな
補il；＿ 伴つごし、；JJ そjL ，・，は I.＇し lJI吋家仁川するN
建!'19勢力の支配合うち砕くど三ろか，むしれぞれを強
化 iよJ こと Lこ役j¥4 》ているJ（ドλul1¥. Baran，γhe 
Political E印 nollly’ゲ Gro・wth. New York‘19月7,







































































































































































































































































































































































































業i(rにおけお＇ i'.Pi?'!'t:橋大の失敗は， i：地制度に］！＇（ 1古川
述ずるものてあると指摘している （Ffrportof the in-
trrnational Ifank for Reconstr・uctionand Dn•elo“ 
jnnent, Manila, January 1962, p白 14）。
( {¥:21) 195：~年10月に下かムの戦闘的農民運動であ
,1ニブグパノノ、，寸Lこ代わってび場 Lてきた可t一行令






り詩しくは，前掲 Cater, Phil~ア，pine Federation of 
Fi・ee Farmersを参照せよ。
( i主22) Orlando J. Sacay, "The Philippine Land 
Rdorm Program", The Philipjうim' Economic Jou r-
nal, Vol. I, No. 2, 1963, p.173. 
u主23) Vernon W. Ruttan, Equity仰 d Produ 噂
ctii’ity Ohjecth’es in Agra門
I',・ rspecth•es 川t th,・ NeτU Philij•j>ine Land R,:fi,r11 







いる（The Sunday Time・~. Dec. 8, 196;3）。ふれと同僚
の動I；司が p 、ンノ、／ガJiやノ、ンガ〆ナン川に i生じ「い
る （TheManila Times, Jan. 27, 1964; The Sunday 
Ti山 ・s,Fel,. Hi, 19β心。
G125) Sul1〕icio(;uev《ミra，‘よ＼ Second L口okat the 
A耳riculturalLand Reform Code," 'l門71ePhiliPlりin' 守
Re1•i, 
February 1 E掲4,pp. 4り任
（注26) 「実際上，かれら（地主）のうちでこの条項
の行路性を争ち／の .0:＇•あるとしても驚くにはさ当たうな
いjrD. D. Plagata and L. F. Cid，“’i、heSocio-Eco-
nomic Impact of the Agricultural Land Reform 
Code，＇’ I '. E. l!1si1cs R円’in,•. Vol. V, No. 3宅 De-
cember 1963, p. 10) 
（出27〕 「小作農場の所有者が，この闘で最恵の脱税




for the Landless, Capital for Industry, Social Stabi 
lity，＇’ lう品ilippincsFree Press, March 2:-l, 196'.¥ p. :-l）。
（注28) Sacay, op. cit., pp. 179～180. 
（注29) Ramiro C. Alvarez, ＇‘How Goes the Land 
Reform Program？＇’， PhiliJぅ，pinesFree Pn’お， February
1, 1964, p. 10. 
(it'.-lO) /hid., p. 58. 







C. Alvarez，“Plaridel is First Land Reform Area”， 
l'hi lij,pin円 FreePress. July 18、1964をみよ）。
（調査研究郎専門調査員）
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